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地球規模問題としての生物多様性と森林

生物多様性は地球規模で減少の一途をたどっている。2012 年に発表され

た世界自然保護基金（WWF）の生きている地球指数では、1970 年と比較

して世界全体で約 28％の生物多様性が減少していることが示され、また世

界の森林も控えめの試算でも毎年 520 万 ha 減少しているとされる（2000

年から 2010 年までの平均）［環境省自然環境局　自然環境計画課］。現在約

72 億人の世界人口は、毎年平均 7800 万人増加しており、2050 年には 92

億人に達すると推定されている［UNFPA］。地球生態系への負担が増加す

ることはあっても軽減する兆しは見られない。

我々は森林、生物を食糧、医療、生活用品、その他リクリエーション等に

幅広く利用しており、森林・生物多様性は、人間の健康と幸福（wellbeing） 

を追求する上で必要不可欠なものである。地球生態系は人類の幸福だけのた

めにあるものではなく、他の生物の生存のためにも生物多様性を保全してい

くことが必要である。

また森林は、木材として利用されるだけではなく、空気を浄化し、水質を

高め、土壌を豊かにし、土壌浸食を防止するなどの機能（環境調整機能）も

果たしており、人類またその他の生物にとってかけがえのない存在である。

特に森林による二酸化炭素の吸収は、人類の直面している喫緊の課題である

気候変動を防止するに当たって非常に重要である。大気中に放出される温室

効果ガスの約 17％が森林伐採によるものであるとされ、農業や交通、住宅・

商業ビルなどからの排出よりも大きくなっている［IPCC 2007］。このよう
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な森林保全の効用に注目し、REDD+（レッドプラス）と呼ばれる途上国が

森林を保全するため取り組んでいる活動に、経済的な利益を国際社会が提供

するという取り組みも近年進んでいる。

現代のグローバル化された社会では、食料や原料の往来が非常に複雑であ

る。日本で生活しながら地球の裏側で収穫された魚や果物を消費したり、自

分の使っている電気製品が世界各地からの原料で出来上がっていることが日

常である。そのため、一国で生物多様性を保全しようとするには限界がある。

生物多様性保全は、地球規模で管理されなければならず、そのための地球規

模の課題設定が重要である。

持続可能な開発目標

1992 年にブラジルのリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地

球サミット）から 20 年経った 2012 年、再びリオで国連持続可能な開発会

議（リオ＋ 20）が開催された。この会議で 2015 年に達成期限を迎えるミ

レニアム開発目標（MDGs）に代わる開発目標として持続可能な開発目標

（SDGs）が提案され、その策定が合意された 1。SDGs は MDGs と違い持続可

能な開発の 3 つの側面（経済、社会、環境）に統合的に対応すること、先

進国・途上国全ての国を対象とする普遍的なものとすることが決められてい

る。また MDGs の教訓を踏まえて、行動志向型、簡潔、かつ野心的な目標

とし、限られた数の目標とすることも合意されている。SDGs が提案された

背景には、従来の人間開発の視点に加えて、人間の生存はあくまで健全な地

球環境が基盤であること、またその環境が限界に直面しており、より持続可

能性の観点を開発目標に組み込んでいく必要があるという共通認識がある。

SDGs は、2015 年の国連総会でポスト 2015 年開発課題と統合する形で採択

される予定である（図 1）。

これは MDGs に続く 15 年に一度のグローバルな目標設定であり、生物

多様性など開発課題の意識向上を図るまたとない機会である。逆に言うと

SDGs で取り上げられなかった課題は、2015 年以降の開発課題として取り

上げられることも少なくなり、国際社会のみならず、その波及効果として国

1　2015 年開発課題が正式にはMDGs の後身であるが、SDGs はこの課題に統合される予定である。
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内社会でも軽視されかねない。実際 MDGs で取り上げられた HIV・エイズ

やマラリアとそれ以外の病気の開発会議での扱いに大きな違いが見られるこ

ともあった。　

2013 年 3 月には目標を策定するため、政府間オープンワーキンググルー

プが設置され、70 カ国以上の代表が参加して 1 年以上にわたって議論がな

されてきた。このような交渉では各代表が重要だと思う事項を全て盛り込も

うとするため、妥協案が優先事項の長いリストになる傾向がある。結局リオ

＋ 20 では数少ない目標という合意があったものの、2014 年の 7 月に 17 の

目標、169 のターゲット案が提示された。これは 8 の目標と 21 のターゲッ

トで構成されていた MDGs と比較してもかなり数が多い。これら 17 の目標

案のうち、森林・生物多様性は一つの独立した目標として取り上げられてい

る。海洋生物に関する目標はまた別の独立した目標として掲げられている。

これは MDGs では MDG 7 で「環境の持続可能性」が安全な飲料水へのアク

セス、生物多様性の保全などを包括して一つの目標にされていたことを考え

ると重要な前進であると言える。また水に関する目標では「2020 年までに、

山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼などの水に関連する生態系の保護・

回復を行う。」のように森林、生態系に関するターゲットがあり、これはい

〈ミレニアム開発目標（MDGs）〉 〈持続可能な開発目標（SDGs）〉

特徴
途上国対象型
貧困の撲滅が最重要
少数の専門家によるトップダウン型で策定
環境・持続可能性目標（MDG7）は単独で一
つにまとめられ、弱く、定量的目標ではない
他の MDGs に比べ森林問題や生物多様性、CO2
排出等の課題に対する進捗は芳しくなかったと
の評価
実施手段（資金、能力開発、技術移転等）は
弱い

特徴
全ての国が対象
貧困の撲滅＋持続可能性が重要
策定プロセスに多くのステークホルダー（国、
国際機関、市民社会等）が参画
新しい対象課題・分野、環境目標が数多く提案
されている（生物多様性、森林、海洋、気候変動、
エネルギー、都市、持続可能な生産と消費等）
実施手段の目標が提案されているか、共通だ
が差異のある責任（CBDR）が阻害要因となるか？
2015 年以降の開発目標と統合される予定

MDG7：環境の持続可能性確保
Ａ：持続可能な開発の原則を各国の政策やプログラ
ムに反映させ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る。
Ｂ：生物多様性の損失を抑え、2010 年までに、損失
率の大幅な引き下げを達成する。
Ｃ：2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施
設を持続可能な形で利用できない人々の割合を半減
させる。
Ｄ：2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住
者の生活を改善する。

SDG 案（2014 年 7 月　OWG成果文書より抜粋）
SDG 7. 全ての人々の、安価かつ持続可能で信頼でき
る現代的なエネルギーサービスへのアクセスの確保
SDG 12. 持続可能な生産消費形態の促進
SDG 13. 気候変動に対応するためのあらゆるレベル
における行動の促進
SDG 14. 海洋資源および海洋の、保全および持続可
能な利用の実現
SDG 15. 陸減生態系の保護および回復、あらゆる生
物多様性の損失の阻止

持続可能な開発の３つの側面（経済、社会、環境）、
分野間のインターリンケージ（関係性）を考慮した統合的な対応が必要

2015

図 1　MDGs から SDGsへ
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わゆるターゲット間の関係性を認識し、相乗効果（森林を保護することによっ

て安全な水を確保する等）を考慮しているという点で評価できる。

目標から実施へ―既存の生物多様性目標

どんなに素晴らしい目標を掲げてもそれが実施につながらなければ意味が

ない。これまでも数々の持続可能な開発に関する目標が設定されてきたが、

実施につなげるのはそう簡単ではない。これまで森林・生物多様性の分野で

は、1992 年の地球サミットで署名され翌年発効した生物多様性条約（CBD）

をベースに目標設定がなされモニタリングが実施されてきた。CBD を基に

策定されたグローバル目標としては、2010 年目標（2002 年策定）、愛知目

標（2010 年策定）がある。2010 年目標では「2010 年までに、貧困緩和と

地球上全ての生物の便益のために、地球、地域、国家レベルで、生物多様性

の現在の損失速度を顕著に減少させる」という文言が 2002 年に掲げられ、

その総括として「地球規模生物多様性概況第 3 版（GBO3）」が 2010 年に発

表された。

これによると 2010 年目標によって、現在約 170 カ国が生物多様性国家戦

略・行動計画を有し、また保護地域拡大のための取り組みが進む等「生物多

様性保全のための重要な取り組みが促進された」との評価がある反面、15

の評価指標のうち、9 つの指標で悪化傾向があるという厳しい結果が出てい

る［生物多様性条約事務局 2010］。全体的に見ると、2010 年目標の目的で

ある生物多様性の損失速度を顕著に減少させるという目標は達成されていな

いという結果であった。保護地域でカバーされる面積が増えても、効果的な

管理がなされなければ、生物多様性保全にはつながらない。また生物多様性

のための ODA は増加したと肯定的に捉えられているが、そのうちどの資金

が生物多様性のための ODA なのか判断する基準が不明確であり、達成度の

信憑性に疑問が残る。手段的な施策は多少進んだものの、生物多様性の損失

速度を顕著に減少させるという目標は達成できていないのが現状である。

この GBO 3 の総括を受けて、目標の空白期間を埋める形で新たな戦略計

画 2011－2020（愛知目標）が 2010 年に合意された。この目標の下で「2015

年までに効果的で、参加型の改定生物多様性国家戦略及び行動計画を策定し、



143森林・生物多様性と持続可能な開発目標（SDGs）交渉

政策手段として採用し、実施」することが目標として盛り込まれている。上

述の通り、現在約 170 カ国が生物多様性国家戦略・行動計画を有しているが、

これは全締約国の 9 割程度であり、残りの締約国の戦略・計画策定に向け

てより一層の努力が必要である。また、目標設定、行動計画の策定だけで満

足することなく、モニタリング、評価などを通じて実施を強化し結果を出す

ことが肝要である。

また既存の愛知目標の多くは達成年度が 2020 年に設定されているため、

SDGs、ポスト 2015 年開発課題が採択される 2015 年以降もまだ有効であ

る。これらのターゲットも長期にわたる困難な交渉プロセスを経て採択され、

各国の合意を得たものであるため、同じ長期的展望に立って SDGs・ポスト

2015 年開発課題にも一貫性を持った形で組み込まれるべきである。愛知目

標が存在するから SDGs には生物多様性、森林目標は入れなくてもよいか等、

既存条約と SDGs の関係に関する問題は、気候変動と SDGs の間でも議論に

も出てきたが、やはり生物多様性、気候変動を語らずして持続可能な開発は

語れずというスタンスが主流である。SDGs が享受するであろう注目は、愛

知目標等よりも大きいと予想され、そういった意味では愛知目標は SDGs に

よって再認識され、その達成への努力は加速されると考えられる。

SDGs がどう各国で活用され得るか。SDGs は途上国対象の目標であった

MDGs とは違い、先進国を含む全ての国を対象とすることが合意されている

が、世界の各国が抱える問題や優先事項は多様であり、世界の全ての国に妥

5 
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図 2　森林面積の増減
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当で適切な共通目標を設定するのは難しい。エネルギーや初等教育の全ての

人のアクセス等は、先進国では達成済みであるし、また森林に関しても、森

林面積の減少は世界中どこでも同じように起こっているわけではない。南ア

メリカ、アフリカ、東南アジアの熱帯地域で急速に減少している実態がある

一方、ヨーロッパや東アジアの一部では植林などにより、森林面積がやや増

加している（図 2）。また森林減少の原因も様々である。2000 年～2010 年

で見るとオーストラリアでは干ばつや森林火災などが原因で森林面積が減少

したが、ブラジル、インドネシア、ナイジェリアなどでは、農地への転用や

薪の過剰採取などが原因で大規模な森林減少が進んだ［環境省自然環境局　

自然環境計画課］。

特に森林減少の顕著なこれらの国では違法伐採対策が取られる必要がある

が、これらの国では法の執行体制が弱く、違法に伐採する方がより低コスト

で木材の生産が可能で利潤も大きいため森林伐採が進行してしまう場合も多

い。また林業や森林地域での農業で生計を立てている人々も多いため、安易

に森林伐採を禁止するのも難しい。森林伐採を禁止するには、法の執行を強

化することが必要であり、また農業従事者、林業従事者の生計向上等も考慮

に入れた対策が必要であり、このような関係を考慮した上で目標を設定する

ことが重要である。実際、国際協力機構（JICA）などの森林保護プロジェ

クトでも農業生産性を上げることによって、森林伐採への圧力を減らすとい

うアプローチが取られている。　

また森林伐採を阻止するには、生産国における対策のみならず、消費国で

対策が取られることも肝要である。例えば日本は、住宅、紙、家具などの形

で木材を大量に利用しており、木材供給量の 7 割以上を輸入している［環

境省自然環境局　自然環境計画課］。日本では既に採択済みであるが「違法

に伐採された木材は使用しない」という原則や、持続可能な形で管理された

森林からの木材の使用を義務付ける法律の制定等が必要である。このような

対策は国・地域レベルで取られるため、SDGs・ポスト 2015 年開発課題は、国・

地域レベルの優良政策を策定するための良いガイダンスにならなければなら

ない。
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目標の落とし込みと多様な主体の参画

2010 年目標や愛知目標の下では、締約国の国家戦略および行動計画の策

定・実施が求められた。SDGs・ポスト 2015 年開発課題を実施につなげる

ためには、やはり同様の国レベルへの目標の落とし込み、各国による目標、

戦略の策定が必要になるであろう。これは各国の動機を高め、また各国の

様々な事情、優先事項を国家戦略に適切に反映させるためにも重要である。

MDGs では、各途上国でその扱いがまちまちであった。最貧国などは海外か

らの資金援助への依存度が高いため、援助国の政策に合わせて MDGs を国

家計画に取り入れる国が多かったが、中国等の新興国では MDGs 等にあま

りとらわれずに独自の 5 カ年計画を立てていた。SDGs はあくまで目標であ

り法的拘束力を持たないため、このようなプロセスを強制することはできな

いが、世界の全ての国が集結し合意し、策定したグローバル目標というの

はやはりかなりの影響力を持つと考えられる。また先進国政府、国際機関、

NGO 等の援助戦略への影響は、MDGs が大きく援助戦略に反映されたのと

同様、大きなものとなることが想像に難くない。

政府が必要な法律や政策を立案して持続可能な社会づくりを促していく役

割があるのは言うまでもないが、政府の行動のみでは、持続可能な社会の実

現は難しい。気候変動対策にしても生物多様性保全にしても企業や市民の

行動なくしては、実現することはできない。そういう意味で SDGs・ポスト

2015 年開発課題は市民や企業のための意識向上のツールとしても重要であ

る。効果的な意識向上のためのツールとするには、具体的で簡潔、分かり易

い目標とすることが重要である。1992年の地球サミットで採択されたアジェ

ンダ 21 は、持続可能な開発を実現するための行動計画であったが、40 章、

350 ページ以上にわたる膨大な資料であり、なかなか専門家でも消化するの

は難しかった。MDGs は八つの目標で簡潔であったため貧困削減に世界の注

意を喚起することに成功したと言われる。SDGs が市民や企業等を動員する

ためには、やはり 10 程度の分かり易い目標にすることが必要であろう。

市民の環境・持続可能性意識が高まるにつれ、企業の持続可能性への配慮

も浸透している。例えば日用品メーカー大手の P&G 等は、工場の動力源を
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100％再生可能なエネルギーにする等四つの長期的な持続可能性を実現する

展望を設定し、その下で具体的な短期目標を掲げた。森林関連では“2015

年までにリサイクル以外の木材繊維は 100％第三者認証を得たものを調達す

る”という中期目標が設定され、2013 年には、第三者認証済みの比率を、

97％にまで引き上げたという。自然エネルギーに関しては、“2020 年まで

に工場での再生エネルギー使用率を 30％に引き上げる”という目標を掲げ、

2013 年度時点で約 7.5％まで実現した［P&G 2014］。

これらは必ずしもグローバル目標に沿って設定されたものではないが、い

ずれも国際社会が推進している政策とも概ね合致した目標となっている。

SDGs もこのような企業、地方自治体、その他市民団体等の目標設定、実施

を誘発するような目標になることが望ましい。また世界のメジャーな流通業

や日用品メーカーなどが参加する「コンシューマー・ グッズ・フォーラム

（消費者財フォーラム）」や世界の大企業がメンバーである「グローバル・エ

レクトリシティ・イニシアティブ（世界電気イニシアチブ）」等、企業や市

民グループが自主的に持続可能性目標を設定し、実施を目指す「有志連合

（Coalitions of the Willing）」がここ最近とみに増えてきており、この流れを

活発化できればなお良い。

相乗効果を活かした目標設定へ

地球の持続可能性を担保するには、あらゆる角度からの対策が必要になっ

てくる。生物多様性の破壊と貧困や汚職、また生物多様性の保全と気候変動

等、人類の全ての活動は相互に関連していると言っても過言ではない。再生

可能エネルギーを普及させることにより、森林が保全され、生物多様性が保

全され、結果気候変動対策となったり、健康上の便益があったりするのは分

かりやすいコベネフィット（相乗便益）の一例である。貧困を解決すること

によって生物多様性が保全されるというような関連はそこまで分かりやすく

はない。生物多様性の保全は単なる野生生物の保護ではなく、人間にとって

より良い生活環境を整えることであり、ひいては人間の幸福・健康な暮らし

につながるともいえる。気候変動対策の一環としての食料用作物を原料とす

るバイオ燃料生産などは、逆に食料不足につながったり、森林伐採につなが
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る恐れがあり、慎重な環境アセスメントが必要である。

このように多くの目標間、課題間の関連がある中で、それらをうまく整理

し、相乗効果を持つ実施につなげるのが、SDGs 等のグローバル目標の課題

である。異なる発展段階にある国々で共通の目標を掲げることは容易ではな

い。気候変動交渉等と同様、資金等の実施手段で交渉が難航する可能性は高

いが、人類全体としての課題を世界全体で克服するという協力の精神が生ま

れることを期待したい。
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